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区分所有法制部会資料 ８ 

 

団地内建物の再生の円滑化に係る方策(1) 

 

１ 団地内建物の建替えを円滑化するための仕組み 

(1) 団地内建物の一括建替え決議の多数決要件の在り方 5 

ア 団地内建物の全部が区分所有建物であり、当該団地内建物について団地管理規

約が定められており、かつ、それらの所在する土地（これに関する権利を含む。）

が当該団地内建物の区分所有者の共有に属する場合において、当該団地内建物を

一括して建て替えるために団地管理組合等（団地内建物所有者の団体又は団地管

理組合法人をいう。以下同じ。）の集会において必要とされる一括建替え決議の10 

多数決要件（いわゆる全体要件）の在り方に関する次の各案について、どのよう

に考えるか。 

【Ａ案】 全体要件の多数決の割合を、区分所有者及び議決権の各【４分の３】

【３分の２】以上に単純に引き下げるものとする。 

【Ｂ－１案】 原則的な全体要件の多数決の割合については現行規定を維持しつ15 

つ、その特則として、団地内建物の全部について、建築完了時から相当の長期

間が経過したものとして法令で定める一定の年数を経過した場合には、全体要

件の多数決の割合を区分所有者及び議決権の各【４分の３】【３分の２】以上

に引き下げるものとする。 

【Ｂ－２案】 原則的な全体要件の多数決の割合については現行規定を維持しつ20 

つ、その特則として、団地内建物の全部が、 

㋐ 地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条

例の規定に準ずるものとして政省令等によって定める基準に適合していな

い 

㋑ 火災に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条25 

例の規定に準ずるものとして政省令等によって定める基準に適合していな

い 

㋒ 外壁、外装材その他これらに類する建物の部分が剝離し、落下することに

より周辺に危害を生ずるおそれがあるものとして政省令等によって定める

基準に該当する 30 

と認められる場合には、全体要件の多数決の割合を区分所有者及び議決権の各

【４分の３】【３分の２】以上に引き下げるものとする。 

【Ｂ－３案】 原則的な全体要件の多数決割合については現行規定を維持しつ

つ、その特則として、団地内建物の全部について、政令で指定された災害によ

り大規模一部滅失をした場合には、全体要件の多数決の割合を区分所有者及び35 

議決権の各【３分の２】以上に引き下げるものとする。 

【Ｃ案】 【Ａ案】及び【Ｂ案】とは別に、団地内建物の区分所有者全員の合意
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により、全体要件の多数決の割合を【４分の３】【３分の２】以上に減ずるこ

とができるものとする。 

イ 一括建替え決議を行う場合に各区分所有建物において必要となる賛成（いわゆ

る各棟要件）の在り方に関する次の各案について、どのように考えるか。 

【Ａ案】各棟要件の多数決の割合を【過半数】に単純に引き下げるものとする。 5 

【Ｂ－１案】前記アの【Ｂ案】の客観的事由がある区分所有建物については、各

棟要件の賛成の割合を【過半数】に引き下げるものとする。 

【Ｂ－２案】前記アの【Ｂ案】の客観的事由がある区分所有建物については、各

棟要件を撤廃するものとする。 

【Ｃ案】団地内建物の区分所有者全員の合意により、各棟要件の多数決割合を【過10 

半数】まで引き下げることができるものとする。 

【Ｄ案】各棟につき３分の２以上の賛成がある場合に限り一括建替えが可能とな

る仕組みを改め、各棟につき【３分の１以上】【２分の１以上】の反対がない

限り一括建替えを可能とする仕組みとする。 

（注１）全体要件・各棟要件のいずれについても、別途検討中の所在等不明区分所15 

有者を決議の母数から除外する仕組みの対象とすることを想定している。 

（注２）全体要件について【Ａ案】をとる場合には、原則的な多数決割合を【４分

の３】以上に引き下げた上で、その特則として、【Ｂ案】の客観的要件を満た

すときは、多数決割合を【３分の２以上】に引き下げるものとする考え方もあ

る。 20 

（注３）全体要件の【Ｂ－２案】については、㋐から㋒までに加え、㋓給水、排水

その他の配管設備の損傷、腐食その他の劣化により著しく衛生上有害となるお

それがあるものとして政省令等によって定める基準に該当する場合や、㋔高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条第５項に規定する

建築物移動等円滑化基準に準ずるものとして政省令等によって定める基準に25 

適合していないと認められる場合についても、多数決割合を引き下げるものと

する考え方がある。 

 

（補足説明） 

１ 問題の所在 30 

(1) 近年、築後相当年数を経過して劣化しつつある区分所有建物が増加しているため、

区分所有者や近隣住民に不利益が生じないうちに建替えによってその更新を図る必要

性は、今後ますます増大していくものと考えられる（部会資料２の１補足説明１(1)参

照）。 

また、大規模災害が発生した場合に限らず、老朽化や局地的な災害によって外部不35 

経済を生ずるおそれが現に生じた区分所有建物については、建替えの需要が一層高い

といえる。 

こうした建替えの需要は、団地に属する区分所有建物においても存在するものと考

えられる。 

国土交通省の推計によると、平成２５年時点の総マンションストックが約６００万40 
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戸であるところ、団地型マンションの割合は、約３分の１（約５０００団地（戸数ベ

ースでは約２００万戸））あるとされる。また、築４５年超の団地の数は、平成２７

年時点で２９１団地であったが、令和７年には約５倍の約１５００団地、令和１７年

には約１０倍の約３０００団地弱、令和２７年には、約１４倍の約４０００団地とな

る見込みであるなど、今後、団地に属する区分所有建物の高経年化も進行していくこ5 

とが見込まれる。 

他方で、平成２７年４月時点で、建替えが完了した団地は１１４団地にとどまって

いる。また、これまでに実施されたマンション建替え事例は、マンションストック数

の全体像に比較して小規模（単棟型の事例の約８割、団地型の事例の約５割は１００

戸以下）な場合が多かったが、今後は、より大規模なマンションが建替えの検討時期10 

に入っていくことが予想される。 

団地型マンションにおいては、建築時期が同一時期であることが多く、管理につい

ても団地管理組合等において一括して行われていることも少なくない。また、団地全

体を一括して設計することも多く、団地内建物を順次建て替えるより、一括して建て

替える方が合理的なケースもあると考えられる。 15 

加えて、団地内の建物を順次建て替える場合において、先に建替えを行った区分所

有建物が全体の容積率の大部分を占めるときには、後に建替えを行う区分所有建物の

設計・建築の幅が限定されることもあり得ることから、区分所有者の利害対立を回避

する観点からも、団地内建物を一括して建て替えることが適当である場合があるもの

と考えられる。 20 

(2) 区分所有法においては、団地内建物の全部が区分所有建物であり、かつ、団地内建

物の敷地が団地内建物の区分所有者の共有に属する場合において、団地内建物につい

て団地管理組合等の管理対象とする旨の団地管理規約が定められているときは、団地

内建物の区分所有者及び議決権（敷地の共有持分割合による。）の各５分の４以上の

賛成（全体要件）があり、かつ、棟ごとにそれぞれその区分所有者及び議決権（専有25 

部分の床面積の割合による。）の各３分の２以上の賛成（各棟要件）があれば、当該

団地内建物全体の一括建替えが可能とされている（区分所有法第７０条）。 

(3) しかし、全体要件において５分の４以上の賛成が求められていることは、非常に高

いハードルであり、団地関係に属する区分所有建物の円滑な建替えを阻害していると

の指摘がある。 30 

また、各棟要件についても、特に戸数が少ない棟では一票の反対票の重みが大きく、

団地関係に属する区分所有建物の建替えを阻害しているとの指摘がある。 

そこで、本文では、団地関係に属する区分所有建物の一括建替えを円滑化する観点

から、全体要件及び各棟要件の多数決要件を見直すことを提案している。 

他方で、一棟単位でする区分所有建物の建替え決議（区分所有法第６２条）と同様35 

に、一括建替え決議が成立した場合には、建替えに参加しない区分所有者は、売渡し

請求（区分所有法第７０条第４項、第６３条）により区分所有権を失うことになる。

一括建替え決議の要件を緩和すると、現行法の要件の下では建替えが成立せず、区分

所有権を喪失せずに済む区分所有者も、緩和後の要件の下では建替え決議が成立し、

区分所有権を喪失する事態が生ずる可能性がある。そのため、一括建替え決議の要件40 
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の検討に当たっては、このような少数反対者の存在にも留意する必要がある。 

なお、一括建替え決議の全体要件と各棟要件のいずれについても、別途検討中の所

在等不明区分所有者を決議の母数から除外する仕組み（部会資料第３の１）の対象と

することを想定しており、このことを本文（注１）で注記している。そのため、所在

等不明区分所有者の存在が一括建替え決議の成立を妨げているとしても、そのことは5 

全体要件や各棟要件の多数決割合を引き下げることの理由にはならないことに注意を

要する。 

２ 検討 

(1) 全体要件 

現行法においても、全体要件は、一棟単位でする建替え決議と同様のものとして位10 

置付けられていることから、全体要件の見直しは、一棟単位でする建替え決議の要件

の見直しと連動させて検討することが考えられる。 

なお、一棟単位でする建替え決議と同様に、一括建替えの全体要件の多数決割合を

過半数に引き下げるという考え方もあり得るが、たとえ一定の客観的事由がある場合

であっても、ほぼ半数の区分所有者が反対しているようなケースでは、一括建替えの15 

合理性自体が疑われることも多く、また、実際上も円滑な建替えは困難であると考え

られるため、少なくとも民＝民の関係を規律する区分所有法制においては、慎重に検

討する必要があるものと考えられる。 

ア 【Ａ案】について 

(ｱ) 【Ａ案】は、一棟単位でする建替え決議の要件緩和に関する部会資料２の１の20 

【Ａ案】に対応するものであり、その意義や課題も同様であると考えられる。 

(ｲ) 【Ａ案】については、新築で何ら不具合のないものも含めて全ての団地内建物

の一括建替えを促進する必要があるのかとの指摘がある。 

これに対して、第２回会議では、老朽化が進行していない区分所有建物であれ

ば、基本的に建替えが決議されることはなく、一律に多数決割合を引き下げたと25 

しても、区分所有者の合理的な判断によりその適正が確保されるとの指摘があっ

た。 

もっとも、例えば、多くの専有部分を所有する区分所有者が、資産価値向上の

観点から、特に不具合のない区分所有建物の建替えを望むケースなどもあり得る

ところであり、老朽化の度合いに関する判断を含め、区分所有者の判断の合理性30 

が確保できるといえるかとの反論も考えられる。 

なお、一棟単位でする建替え決議と同様に、【Ａ案】をとって、原則的な多数

決割合を【４分の３】以上に引き下げた上で、その特則として、【Ｂ案】の客観

的要件を満たすときは、多数決割合を【３分の２以上】に引き下げるものとする

考え方もあり得ることから、本文（注２）で注記している。 35 

イ 【Ｂ案】について 

(ｱ) 【Ｂ案】は、部会資料２の１の【Ｂ案】に対応するものである。 

(ｲ) 【Ｂ－２案】の各事由は、マンション建替円滑化法における特定要除却認定基

準（同法第１０２条第２項第１号から第３号）を参考に、客観的に危険な状態に

あり、類型的に建替えの必要性が高いものを列挙している。 40 
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これに対し、第２回会議では、区分所有建物そのものが客観的に危険な状態に

立ち至ってはいないものの、建替えの必要性が類型的に高い場合にも多数決割合

の緩和があり得るとして、マンション建替え円滑化法における要除却認定基準に

該当するような場合も緩和のための客観的基準として加えるべきとの指摘があ

った。そこで、そのような考え方があることを本文（注３）で注記している（今5 

後、一棟単位でする建替えの要件緩和に関しても、同様の考え方を取り上げるこ

とが考えられる。）。 

(ｳ) 客観的事由がある場合にのみ一括建替え決議の全体要件を緩和することが正

当化されるとの考え方を前提に、【Ｂ案】においては、全ての団地内区分所有建

物につき客観的事由が認められることを要件として、全体要件を緩和することを10 

提案している。 

一部の区分所有建物につき客観的事由が認められない場合には、全体要件につ

いては現行法の多数決割合（一棟単位でする建替え決議の多数決割合が単純に引

き下げられた場合には、当該多数決割合）により決議を行う必要があると考えら

れる。もっとも、後述する各棟要件について【Ｂ案】を採用する場合には、一定15 

の事由が認められる棟に係る各棟要件の多数決割合を緩和することが考えられ

る。 

なお、団地内区分所有建物の全てにつき何らかの客観的事由が認められるもの

の、一部の区分所有建物については年数要件又は危険性要件が認められ、他の区

分所有建物については被災による大規模一部滅失要件が認められるというケー20 

スも考えられる。このようなケースであっても、団地内区分所有建物の全てにつ

き一括建替えを行う必要性が高いといえるため、引き下げられた多数決割合によ

り一括建替え決議を行うことが可能であると考えられる。 

他方で、本文では、全体要件の多数決割合につき、年数要件や危険性要件を課

す場合には【４分の３】に引き下げ、被災による大規模一部滅失要件を課す場合25 

には【３分の２】に引き下げることも提案している。 

このようにした場合には、一部の区分所有建物については年数要件又は危険性

要件が認められ、他の区分所有建物については被災による大規模一部滅失要件が

認められるケースの取り扱いが問題となる。このケースでは、全部について被災

による大規模一部滅失要件の該当性が認められないため、【３分の２】では足り30 

ないとせざるを得ない一方で、被災によりダメージを受けた区分所有建物は、危

険性要件を満たすことも多いと考えられるところであり、全体につき危険性要件

が認められるとして、【４分の３】以上の賛成で全体要件を満たすとすることが

考えられる。 

ウ 【Ｃ案】について 35 

【Ｃ案】は、部会資料２の１の【Ｃ案】に対応するものである。 

エ 多数決割合について 

多数決割合について、本文では、これまでの議論の状況を踏まえ、【Ｂ－３案】

で、災害により団地内建物が大規模一部滅失した場合の建替え決議の多数決割合を

【３分の２】以上とした上で、その他の案においては、【４分の３】以上を選択肢40 



- 6 - 

 

として挙げている。 

また、危険性がある区分所有建物（【Ｂ－２案】）のうち、立地状況の観点から

も、人の生命、身体又は財産に重大な被害を生じさせ、又は生じさせるおそれがあ

るもの（例えば、緊急輸送道路沿いに立地している区分所有建物）は、特に、災害

による被害の発生及び拡大を事前に防止する公益性が高いことから、このような区5 

分所有建物の建替えは、災害により大規模一部滅失をした区分所有建物と同等の公

益性があるとすることも考えられる。こうした考え方による場合には、これらの区

分所有建物の建替えに要する多数決割合を【３分の２】とすることも考えられ、本

文でも提案しているが、区分所有法ではなく、災害による被害の発生を予防する行

政法制において、区分所有法の特例を設けることが考えられる。 10 

(2) 各棟要件 

本文では、各棟要件の緩和に関して、【Ａ案】から【Ｄ案】までを提案している。 

各棟要件について緩和を行う場合には、各棟要件の合憲性について判断した最判平

成２１年４月２３日判タ１２２９号１２１頁（以下「平成２１年最判」という。）と

の整合性を考慮する必要がある。すなわち、同判決においては、規制の目的、必要性、15 

内容、その規制によって制限される財産権の種類、性質及び制限の程度等を比較考量

した上で、区分所有法第７０条の一括建替え制度が憲法第２９条に違反するものでは

ないと判断されているため、各棟要件の緩和の検討に当たっても、この点に留意する

必要があると考えられる。 

また、団地に属するといっても、各棟は独立の建物であり、建築時期が異なる等の20 

理由で老朽化の程度や管理状況等が団地内の他の建物と異なることがあり、団地全体

の区分所有者数に比べて区分所有者数が少ない棟が存在するケースもある。各棟要件

の緩和の検討に当たっては、各棟で状況が異なり得ることも踏まえる必要があると考

えられる。 

（参考）平成２１年最判 25 

「区分所有権は、１棟の建物の中の構造上区分された各専有部分を目的とする所

有権であり（区分所有法１条、２条１項、３項）、廊下や階段など、専有部分の

使用に不可欠な専有部分以外の建物部分である共用部分は、各専有部分の所有者

（区分所有者）が専有部分の床面積の割合に応じた持分を有する共有に属し、そ

の持分は専有部分の処分に従うものとされている（同法２条２項、４項、４条、30 

１１条、１４条、１５条）。また、専有部分を所有するための建物の敷地に関す

る権利である敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合には、区

分所有者の集会の決議によって定められた規約に別段の定めのある場合を除き、

区分所有者は敷地利用権を専有部分と分離して処分することはできないものと

されている（同法２条６項、２２条）。このように、区分所有権は、１棟の建物35 

の１部分を構成する専有部分を目的とする所有権であり、共用部分についての共

有持分や敷地利用権を伴うものでもある。したがって、区分所有権の行使（区分

所有権の行使に伴う共有持分や敷地利用権の行使を含む。以下同じ。）は、必然

的に他の区分所有者の区分所有権の行使に影響を与えるものであるから、区分所

有権の行使については、他の区分所有権の行使との調整が不可欠であり、区分所40 
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有者の集会の決議等による他の区分所有者の意思を反映した行使の制限は、区分

所有権自体に内在するものであって、これらは、区分所有権の性質というべきも

のである。 

区分所有建物について、老朽化等によって建替えの必要が生じたような場合

に、大多数の区分所有者が建替えの意思を有していても一部の区分所有者が反対5 

すれば建替えができないということになると、良好かつ安全な住環境の確保や敷

地の有効活用の支障となるばかりか、一部の区分所有者の区分所有権の行使によ

って、大多数の区分所有者の区分所有権の合理的な行使が妨げられることになる

から、１棟建替えの場合に区分所有者及び議決権の各５分の４以上の多数で建替

え決議ができる旨定めた区分所有法６２条１項は、区分所有権の上記性質にかん10 

がみて、十分な合理性を有するものというべきである。そして、同法７０条１項

は、団地内の各建物の区分所有者及び議決権の各３分の２以上の賛成があれば、

団地内区分所有者及び議決権の各５分の４以上の多数の賛成で団地内全建物一

括建替えの決議ができるものとしているが、団地内全建物一括建替えは、団地全

体として計画的に良好かつ安全な住環境を確保し、その敷地全体の効率的かつ一15 

体的な利用を図ろうとするものであるところ、区分所有権の上記性質にかんがみ

ると、団地全体では同法６２条１項の議決要件と同一の議決要件を定め、各建物

単位では区分所有者の数及び議決権数の過半数を相当超える議決要件を定めて

いるのであり、同法７０条１項の定めは、なお合理性を失うものではないという

べきである。また、団地内全建物一括建替えの場合、１棟建替えの場合と同じく、20 

上記のとおり、建替えに参加しない区分所有者は、売渡請求権の行使を受けるこ

とにより、区分所有権及び敷地利用権を時価で売り渡すこととされているのであ

り（同法７０条４項、６３条４項）、その経済的損失については相応の手当がさ

れているというべきである。 

そうすると、規制の目的、必要性、内容、その規制によって制限される財産権25 

の種類、性質及び制限の程度等を比較考量して判断すれば、区分所有法７０条は、

憲法２９条に違反するものではない。このことは、最高裁平成１２年（オ）第１

９６５号、同年（受）第１７０３号同１４年２月１３日大法廷判決・民集５６巻

２号３３１頁の趣旨に徴して明らかである。論旨は採用することができない。」 

ア 【Ａ案】 30 

全体要件が充足されるなど、団地全体の団地建物所有者の相当多数が一括建替え

の実施に賛成しているのであれば、一括建替えの実施について基本的に合理性が担

保されているとも考えられる。 

そこで、【Ａ案】では、多数決割合を【過半数】に単純に引き下げることを提案

している。 35 

もっとも、【Ａ案】に対しては、現行法の下で一括建替えに反対している少数者

の区分所有権に対する制約を強化することになることをどのように正当化するか

という指摘がある。平成２１年最判においても、「各建物単位では区分所有者の数

及び議決権数の過半数を相当超える議決要件を定めている」ことに言及がされてい

るため、多数決割合を【過半数】に単純に引き下げることは慎重に検討する必要が40 
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あるとの考え方がある。 

また、前記のとおり、団地に属しているといっても、各区分所有建物は独立の建

物である。老朽化の程度や管理状況等が建物ごとに異なることや、団地全体の区分

所有者数に比べて区分所有者数が少ない棟があることもある。その中で、全体要件

が充足されていれば、各棟全ての建替えの合理性が基本的に担保され、各棟の区分5 

所有者の過半数の賛成で、その棟の建替えの合理性が確保されるといえるかとの指

摘がある。 

なお、前記のとおり全体要件の緩和も取り上げているが、特に全体要件の多数決

割合を単純に引き下げる【Ａ案】に従って全体要件が緩和された場合には、各棟の

建替えの合理性が必ずしも確保されなくなるおそれがあるとの指摘もある。 10 

また、上記の観点も踏まえ、論理的には各棟要件を撤廃することも考えられるも

のの、本文では、各棟要件を撤廃する案は取り上げていない。 

イ 【Ｂ案】 

団地内の区分所有建物のうち、建築完了時から相当長期間が経過した区分所有建

物については、一般に老朽化が進んでいるため、より低い割合での多数決であって15 

も、建替えの合理性があると考えることもできる。また、安全性を欠いていること

を徴表する一定の客観的事由がある場合には、区分所有者や近隣住民の利益保護の

観点から、その建替えを円滑に行う必要性が高いといえる。 

加えて、各棟要件は、全体要件が充足されている場合に、団地内の各区分所有建

物の建替えの合理性を担保するものであると捉えることが可能であるが、団地内に20 

ある特定の区分所有建物が老朽化により安全性を欠くなどしているときは、その区

分所有建物の建替えに賛成する区分所有者は、当該区分所有建物の価値を現状より

も高めようとするものであると考えられるのに対し、建替えに反対する区分所有者

は、当該区分所有建物を価値が損なわれた状態のまま維持しようとするものである

と考えられるのであり、賛成者が過半数を確保していれば、一括建替えの合理性が25 

担保されていると評価することが可能とも考えられる。 

そこで、【Ｂ－１案】は、全体要件が充足されている場合において、個別の区分

所有建物につき前記本文アの【Ｂ案】の客観的事由があるときは、当該区分所有建

物に係る各棟要件の多数決割合を【過半数】に引き下げることを提案している。 

また、【Ｂ－２案】では、【Ｂ－１案】を更に一歩進め、団地全体の団地建物所30 

有者の相当多数が一括建替えを適当と判断している場合において、特定の区分所有

建物に一定の客観的事由があるときは、その区分所有建物における区分所有者の反

対の有無にかかわらず、一括建替えを行うことの合理性が担保できるとして、その

建物における各棟要件を撤廃することを提案している。 

この案によれば、客観的事由がある区分所有建物において一括建替えに反対する35 

区分所有者が多数存在する場合には、それらの区分所有者としては、別途、当該区

分所有建物において、団地管理規約の趣旨に反しない規約を独自に定めるなどし

て、その棟独自の管理を行い、客観的事由をなくすような処置をとることで対抗す

ることになると考えられる。 

もっとも、区分所有法第６８条第１項第２号に基づき、団地内区分所有建物の共40 
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用部分が団地管理組合等の管理対象とされている場面においては、独自の管理を行

うことが実際には容易でないケースも考えられる。また、建築完了時からの経過年

数を客観的事由とした場合には、事実上、対抗措置をとることはできないと考えら

れる。 

さらに、大規模な団地において、客観的事由がある区分所有建物がある程度の規5 

模であり、相応の数の区分所有者が存在するケースもあり得るが、そのようなケー

スで客観的事由がある棟のほぼ半数（【Ｂ－２案】では場合によっては全員）の区

分所有者が一括建替えに反対するような場合には、一括建替えの合理性が疑われ、

また、実際上も円滑に一括建替えを行うことが困難になるとの指摘が考えられる。 

ウ 【Ｃ案】 10 

【Ｃ案】は、団地内建物の区分所有者による自治を尊重する観点から、団地内建

物の区分所有者全員の合意により、各棟要件の多数決の割合を緩和し、又は各棟要

件を撤廃することができるとするものである。 

この案による場合には、全体要件と同様に、団地内の区分所有建物の実情に応じ

て適切に多数決割合を設定することが可能になると考えられる一方で、現在既に老15 

朽化している団地内区分所有建物の再生との関係でどの程度意義があるかについ

て慎重に見極める必要があるとの指摘が考えられる。 

エ 【Ｄ案】 

現行法で一括建替え決議において各棟要件が定められている趣旨については、団

地建物所有者全体としては一括建替えを適当と判断している場合であっても、土地20 

と建物は別個の不動産であり、ある棟の区分所有者は他の棟に共有持分その他の権

利を有しないのであるから、反対者が多数を占めている建物や区分所有者の半数近

くが反対している建物がある場合に一括建替えができるとするのは行き過ぎと考

えられるためと説明されている。 

しかし、現行法の規律では、各棟の３分の２以上の区分所有者が積極的に賛成す25 

ることが一括建替え決議の成立要件とされており、結果的に、反対者が少なくても、

賛否不明者が多い区分所有建物がある場合には一括建替え決議を成立させること

ができないことになっている。 

団地管理規約が定められ、団地建物所有者全体の意思により一括して管理するこ

とが相当な団地においては、一括建替えについても、基本的に団地建物所有者全体30 

の意思に従うこととするのが適当であり、一括建替え決議制度自体が、全体要件を

充足していれば、各棟において建替えを行う合理性があることが推認されることを

前提としている制度であるとも考えられる。 

そのように考えると、全体要件に加えて、更に各棟における賛成多数を得る必要

はなく、建替えに積極的に反対する区分所有者が一定数存在する棟においては、そ35 

の棟の建替えの合理性が否定されるとして、一括建替え決議を行うことができない

とすることが考えられる。 

なお、別途、集会出席者の多数決による決議を可能とする仕組み（部会資料３の

第１の２）について検討しているが、建替え決議をその仕組みの対象とすることに

ついては慎重に検討すべきと考えられるところであり、建替えについて賛否不明で40 
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ある者を意思決定から除外することは、その仕組みでは困難である。 

そこで、【Ｄ案】では、各棟要件の仕組みを改め、各棟につき一定割合の反対が

ない限り、一括建替えを行うことを可能とする仕組みとすることを提案している。 

【３分の１以上】の反対がない限り一括建替えを行うことを可能とする考え方

は、各棟で老朽化の程度等が異なることを踏まえ、相当多数の反対がある場合には5 

当該棟における建替えの合理性は担保されないという現行法の趣旨を出発点とし

つつ、積極的に反対しない者は賛成扱いとして建替えを促進するものである。 

【２分の１以上】の反対がない限り一括建替えを行うことを可能とする考え方

は、全体要件を充足しているのであれば各棟における建替えも合理性があると考え

られることを重視し、【２分の１以上】の区分所有者が積極的に反対しない限り、10 

各棟における建替えにも合理性があるとするものである。 

この考え方に対しては、問題となっている棟がある程度の規模であり、相応の数

の区分所有者が存在するケースもあり得るが、そのようなケースでその棟のほぼ半

数の区分所有者が一括建替えに反対するような場合には、一括建替えの合理性が疑

われ、また、実際上も円滑に一括建替えを行うことが困難になるとの指摘が考えら15 

れる。さらに、全体要件が緩和された場合には各棟における建替えの合理性が担保

されなくなるおそれがあるとの指摘がある。 

なお、【Ｄ案】は、論理的には他の案と組み合わせることが可能であるが（例え

ば、【Ａ案】により各棟要件に係る多数決割合を過半数に引き下げつつ、各棟につ

き３分の１以上の反対がある場合には、各棟要件を充足しないものとするなど）、20 

制度として複雑になり、運用が困難になる面もあるため、慎重な検討を要する。 

 

(2) 団地内建物の建替え承認決議の多数決要件の在り方 

区分所有建物が含まれる団地内の特定の建物（特定建物）の所在する土地（これ

に関する権利を含む。）が当該団地内にある数棟の建物（団地内建物）の所有者（団25 

地建物所有者）の共有に属する場合において、当該特定建物を建て替えるために必

要とされる建替え承認決議の多数決要件の在り方に関する以下の各案について、ど

のように考えるか。 

【Ａ案】建替え承認決議の多数決の割合を議決権の【３分の２以上】【過半数】に

単純に引き下げるものとする。 30 

【Ｂ－１案】原則的な多数決の割合については現行規定を維持しつつ、その特則と

して、特定建物が建築完了時から相当の長期間が経過したものとして法令で定

める一定の年数を経過した場合には、多数決の割合を議決権の【３分の２以上】

【過半数】に引き下げるものとする。 

【Ｂ－２案】原則的な多数決の割合については現行規定を維持しつつ、その特則と35 

して、特定建物が、 

㋐ 地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例

の規定に準ずるものとして政省令等によって定める基準に適合していない 

㋑ 火災に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例

の規定に準ずるものとして政省令等によって定める基準に適合していない 40 
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㋒ 外壁、外装材その他これらに類する建物の部分が剝離し、落下することに

より周辺に危害を生ずるおそれがあるものとして政省令等によって定める基

準に該当する 

と認められる場合には、多数決の割合を議決権の【３分の２以上】【過半数】

に引き下げるものとする。 5 

【Ｂ－３案】原則的な多数決の割合については現行規定を維持しつつ、その特則と

して、特定建物が政令で指定された災害により大規模一部滅失をした場合に

は、多数決の割合を議決権の【３分の２以上】【過半数】に引き下げるものと

する。 

【Ｃ案】建替え承認決議の多数決の割合を団地管理組合等の規約で【３分の２以上】10 

【過半数】まで減ずることができるものとする。 

【Ｄ案】４分の３以上の賛成がある場合に限り特定建物の建替えが可能となる仕組

み（建替え承認決議）を改め、【４分の１以上】【３分の１以上】【２分の１

以上】の反対がない限り特定建物の建替えを可能とする仕組み（以下「建替え

不承認決議」という。）とする。 15 

（注１）建替え承認決議については、団地管理組合等の集会における所在等不明の

団地建物所有者を決議の母数から除外する仕組みだけでなく、その集会の出席

者の多数決による決議を可能とする仕組みの対象とすることが考えられる。 

（注２）【Ａ案】をとる場合には、原則的な多数決割合を【３分の２以上】に引き

下げた上で、その特則として、【Ｂ案】の客観的要件を満たすときは、多数決20 

割合を【過半数】に引き下げるものとする考え方もある。 

（注３）【Ｂ－２案】については、㋐から㋒までに加え、㋓給水、排水その他の配

管設備－の損傷、腐食その他の劣化により著しく衛生上有害となるおそれがあ

るものとして政省令等によって定める基準に該当する場合や、㋔高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条第５項に規定する建築物25 

移動等円滑化基準に準ずるものとして政省令等によって定める基準に適合し

ていないと認められる場合についても、多数決割合を引き下げるものとする考

え方がある。 

（注４）【Ｄ案】については、建替え不承認決議に必要な反対者の割合を団地管理

組合等の規約で引き上げることができるものとする考え方もある。 30 

 

（補足説明） 

１ 問題の所在 

(1) 大規模な団地型マンション等においては、建築時期やその後の管理状況が異なる

等の理由で、棟によって建替えに関する意向が異なることがあり、そのような場合に35 

は、前記本文(1)のように団地内の建物の全部を一括して建て替えるのではなく、建替

えを希望する一部の棟に限って建替えを行う必要がある。 

(2) 現行区分所有法では、このような団地内の特定建物の建替えを円滑化する制度と

して、建替え承認決議の制度が設けられている。すなわち、区分所有建物が含まれる

団地内の特定建物の所在する土地（これに関する権利を含む。）が団地内建物の団地40 
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建物所有者の共有に属する場合において、当該特定建物を建て替えるときは、当該特

定建物の所有者の同意（区分所有建物にあっては、建替え決議又は区分所有者の全員

同意。非区分所有建物にあっては、その所有者の同意。以下同じ。）に加えて、当該

土地の共有者である団地内建物の団地建物所有者で構成される団体又は団地管理組合

法人（団地管理組合等）の集会において、議決権の４分の３以上の多数による承認の5 

決議（建替え承認決議）が必要とされている（区分所有法第６９条）。 

(3) 建替え承認決議制度は、これまでほとんど利用されていないといわれている。 

その理由について、事業者からは、 

・建替え承認決議において４分の３の賛成を得ることが難しい印象がある。建替

え棟に関係のない棟の住人の関心の低さや、全体共用部分が当該棟にあると承10 

認が得られにくいこと等が理由として考えられる。 

・一部棟を同じ規模のものに建て替える場合は、関係者の負担が大きく、合意が

得られにくい。通常の単棟の建替えと同様に、一部棟の建替えにおいても、で

きるだけ規模を大きくする検討をすることになるが、そうすると他の棟との容

積バランスについても検討が必要になり、結果的にうまくいかない。 15 

といった指摘がある。 

(4) 前記本文(1)補足説明１(1)のとおり、今後は団地に属する区分所有建物の高経年

化が進行していくことが見込まれることから、団地内の特定の区分所有建物の建替え

を行うニーズが高まると想定され、その特定の建物のみの建替えを円滑に行う必要も

高まるとも考えられる。また、一括建替え決議が否決された場合において、一部の区20 

分所有建物の区分所有者がその建物の建替えだけでも行いたいとするケースも想定さ

れる。そこで、建替え承認決議に係る決議要件の緩和について検討することが考えら

れる。 

なお、別途、共用部分の変更に係る特別決議（変更の特別決議。区分所有法第１７

条第１項）の要件緩和についても検討しているが（部会資料３の第２参照）、建替え25 

承認決議に係る決議要件は、団地内建物の建替えが敷地の変更行為（区分所有法第１

７条第１項）に当たることを踏まえて定められたものであるため、建替え承認決議の

多数決要件の在り方を検討する際には、変更の特別決議の要件の在り方を踏まえる必

要がある。 

もっとも、団地内の特定建物をその所有者の意思で建て替えることについては、当30 

該特定建物の所有者以外の団地建物所有者に過度に干渉させるべきではないとも考え

られるところであり、変更の特別決議の要件と建替え承認決議の要件とを当然に同様

のものとしなければならない関係にはないことにも留意する必要がある。 

(5) なお、団地管理組合等の集会においても、別途検討中の、所在等不明の区分所有者

を集会の決議の母数から除外する仕組み（部会資料３の第１の１）や出席者の多数決35 

による決議を可能とする仕組み（同第１の２）を創設することが考えられるが、建替

え承認決議についても、その円滑化の観点から、これらの仕組みの対象とすることが

考えられることから、本文（注１）で注記している。 

２ 検討 

(1) 【Ａ案】について 40 
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【Ａ案】は、団地建物所有者は敷地全体が区分所有形態の建物の敷地として永続的

に使用されることについて承認していると見ることができること、一般に、特定建物

が建て替えられること自体によって他の団地建物所有者が直接受ける影響は大きくな

いと考えられることを重視し、建替え承認決議の多数決要件を単純に引き下げること

を提案するものである。 5 

緩和後の多数決割合については、団体法制において重大な事項について決定をする

場合に用いられることのある多数決割合である３分の２以上とする考え方と、特定建

物について建替えが行われるとしても、もともと区分所有建物の敷地として使用され

ていた敷地が、建替え後も同様に区分所有建物の敷地として使用されることには変わ

りはないことから、普通決議の割合と同様に過半数とする考え方があり得る。 10 

【Ａ案】に対しては、例えば、現行法においては団地建物所有者が議決権の４分の

１をもって特定建物の建替えに反対しているケースにつき、改正後は建替えが可能に

なることになるが、特定建物の建替えに反対する者にとって敷地利用権が制約される

度合いが強化されることをどのように正当化するかとの指摘が考えられる。 

また、特定建物が建て替えられることによって、容積率等に占める割合が大きくな15 

ったり、団地内の通行などに影響をもたらしたりすることも考えられるところであり、

他の団地建物所有者の権利が制約され得る点にも留意する必要があると考えられる。 

なお、一括建替え決議等と同様に、【Ａ案】をとって、建替え承認決議に係る原則

的な多数決割合を【３分の２以上】に引き下げた上で、その特則として、【Ｂ案】の

客観的要件を満たすときは、多数決割合を【過半数】に引き下げるものとする考え方20 

もあり得ることから、本文（注２）で注記している。 

(2) 【Ｂ案】について 

【Ｂ案】は、団地内の特定建物が老朽化し、危険な状態になっている場合等には、

その区分所有者の利益を保護する必要性が高く、相対的に団地建物所有者の利益を保

護する要請は低下すると考えられることから、特定建物の区分所有者の利益を保護す25 

べきと認められる一定の客観的事由の存在を要件として、建替え承認決議の多数決割

合を引き下げるものである。 

一棟単位でする建替え決議における要件の在り方（部会資料２の１）と同様に、【Ｂ

－１案】は年数要件を、【Ｂ－２案】は危険性要件を、【Ｂ－３案】は被災区分所有

建物の特例を提案するものであり、その意義や課題は、一棟単位でする建替え決議の30 

要件の在り方に関するものと同様である。 

なお、複数の特定建物について建替えを行う場合において、【Ｂ案】を適用するた

めには、建替え対象となる特定建物の全てにつき客観的要件が充足される必要がある

とすることを念頭に置いている。 

【Ｂ－２案】については、区分所有建物そのものが客観的に危険な状態に立ち至っ35 

てはいないものの、建替えの必要性が類型的に高い場合にも多数決割合の緩和があり

得るとの観点から、別案として、要除却要件がある場合にも建替え承認決議の多数決

割合を緩和する案を本文（注３）で注記している。 

また、特定建物が被災により大規模一部滅失をした場合には、その建替えを円滑に

行うことが、区分所有者の生活・事業の再建、区分所有者及び近隣住民の安全確保、40 
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ひいては被災地の復興・再開発の円滑化の観点から重要であり、団地建物所有者の利

益保護の要請は相対的に更に低下するとの観点から、【Ｂ－３案】をとる場合には、

建替え承認決議の多数決の割合を【過半数】に引き下げ、他の客観的事由がある場合

よりも多数決の割合を引き下げることも考えられる。 

他方で、特定建物に一定の客観的事由があったとしても、その建物が建て替えられ5 

ることによって、その棟の容積率等に占める割合が大きくなったり、団地内の通行な

どに影響をもたらしたりすることも【Ａ案】と同様に考えられるところであり、他の

団地建物所有者の権利が制約され得る点にも留意する必要があると考えられる。 

(3) 【Ｃ案】について 

現行法では、団地管理組合等の規約の定めによって、建替え承認決議の多数決割合10 

を緩和することは認められていない（区分所有法第６９条第１項）。 

その趣旨については、建替え承認決議が共有の土地の上にある建物の建替えを認め

るかどうかを問題とするもので、共有物の日常的な利用の在り方を問題とするもので

はないため、原則的な議決権割合である土地の持分の割合によることとし、規約によ

る別段の定めによることは認めないこととしたものと説明されている。 15 

しかし、特定建物の建替えは、団地建物所有者にとっても、団地内にある老朽化し

た特定建物の再生を図る方策として重要であり、多数の団地建物所有者が議決権割合

について団地管理組合等の規約で引き下げることが適当と判断した場合には、これを

尊重することが、団地建物所有者にとっても近隣住民を含む社会にとっても有益であ

るとも考えられる。 20 

そこで、【Ｃ案】では、規約の定めにより、建替え承認決議の要件を議決権の【３

分の２以上】【過半数】に引き下げることを可能とすることを提案している。 

(4) 【Ｄ案】について 

現行法は、団地内の特定建物の建替えを行うためには、特定建物における建替え決

議の成立に加え、団地管理組合等の集会における議決権の４分の３以上の賛成による25 

建替え承認決議の成立を必要としている。 

しかし、団地においては、その構造上、特定建物以外の区分所有建物等を有する土

地共有者（団地建物所有者）にとって、特定建物の建替えの成否が必ずしも自己の区

分所有建物等の管理等に影響するわけではないため、特定建物の建替えに関心を持つ

団地建物共有者が相対的に少なくなる結果、建替え承認決議に必要な賛成が得られな30 

いことがあるとも考えられる。 

【Ａ案】においては、このような場合に対処するために、建替え承認決議でも出席

者の多数決による決議を可能とする仕組みを導入することが考えられるが（本文（注

１））、そもそも、特定建物においてその建替え決議が成立しているような場合に、

それ以外の区分所有建物等を有する団地建物所有者の積極的賛成が一定以上得られな35 

い限り建替えを実施できないこととする必要はないのではないかとの指摘が考えられ

る。 

すなわち、特定建物の建替えは、団地建物所有者の共有に属する敷地の利用関係に

変更を生じさせるものであるから、団地建物所有者のうち一定割合以上の者が反対す

るような場合に特定建物の建替えを可能とすることは不適当であるが、特定建物以外40 
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の区分所有建物等を有する団地建物所有者にとって、特定建物の建替えは類型的に関

心を持ちにくく、基本的に特定建物の区分所有者の決定に委ねていると考えられるの

であり、一定割合以上の者が反対していない限りは、特定建物の区分所有者の決定を

尊重して、建替えを許すことが適当であるとも考えられる。 

そこで、【Ｄ案】では、一定割合の反対がない限り、特定建物の建替えを可能とす5 

る、建替え不承認決議の仕組みに改めることを提案している。その割合の在り方につ

いては、差し当たり、現行法の基準に近い【４分の１以上】から、建替えをより円滑

化することを重視する【２分の１以上】まで、複数の案を挙げている。 

また、団地管理組合等の規約に定めを置くことにより、この割合を引き上げる（建

替え不承認決議を成立しにくくする）ことも考えられることから、その旨を本文（注10 

４）で注記している。 

 

２ その他 

 

 15 


